
大阪市認定こども園整備費補助要綱 

 

制   定  平成 28年４月１日 

 最近改正  令和 年 月 日 

 

（目的） 

第１条 この要綱は入所枠の確保、多様な保育ニーズへの対応及び老朽化した施設の学校

教育・保育環境の改善を図るため、市長が大阪市内において就学前の子どもに関する教

育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成 18年法律第 77号）（以下「認定こ

ども園法」という。）第２条第７項に基づく幼保連携型認定こども園又は同法第３条第１

項又は第３項の認定を受けた施設の施設整備を実施する者に対して、予算の範囲内で学

校教育部分・保育部分の整備にかかる経費の一部を補助する大阪市認定こども園整備費

補助金の交付にあたり、大阪市補助金等交付規則（平成 18 年大阪市規則第７号）（以下

「交付規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 幼稚園型認定こども園 認定こども園法第３条第１項又は第３項の認定を受けた

幼稚園をいう。 

（２） 認定こども園 幼保連携型認定こども園、幼稚園型認定こども園及び保育所型認

定こども園をいう。 

（３） 学校教育部分 認定こども園において学校としての教育を実施する部分をいう。 

（４） 保育部分 幼保連携型認定こども園にあっては、児童福祉法（昭和 22年法律第 164

号）第７条第１項に規定する児童福祉施設としての保育を実施する部分をいい、幼稚園

型認定こども園及び保育所型認定こども園にあっては、児童福祉法第 39条第１項に規定

する業務を目的とする機能部分をいう。 

（５） １号定員 子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）（以下「支援法」とい

う。）第 19条第１号に規定する認定を受ける子どもの定員をいう。 

（６） ２号定員 支援法第 19条第２号に規定する認定を受ける子どもの定員をいう。 

（７） ３号定員 支援法第 19条第３号に規定する認定を受ける子どもの定員をいう。 

（８） 交付金等 児童福祉法第 56条の４の３第２項に規定する交付金など、学校教育部

分・保育部分の施設整備のため国又は大阪府が交付するものをいう。 

（９） 公私連携幼保連携型認定こども園 認定こども園法 34条第２項に掲げる事項を定

めた協定に基づき、本市から必要な設備の貸付け、譲渡その他の協力を得て、本市との

連携の下に教育及び保育等を行う幼保連携型認定こども園をいう。 



（10） ３歳児連携受入型認定こども園 家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成 26年厚生労働省令第 61号）第６条第３号に定める事項に係る連携協力（以下「連

携協力」という。）を認定こども園において行うことを条件に、本要綱による補助を受け

る者として選定を受けた者が、連携協力を実施する認定こども園をいう。 

 

（補助の要件） 

第３条 補助を受けるには、次の各号の要件をすべて満たさなければならない。 

（１） 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）を行うにあたり、資

金を必要とする者であること 

（２） 整備する認定こども園の施設が、幼保連携型認定こども園にあっては大阪市幼保

連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成 26年大阪市条例第 100号）並びに大阪市幼保連携型認定こども園の許可に関する審査

基準及びその他運営に関する基準（以下「幼保連携型基準条例等」という。）を満たすも

のであり、幼稚園型認定こども園及び保育所型認定こども園にあっては大阪市幼保連携

型認定こども園以外の認定こども園の認定の要件を定める条例（平成 28年大阪市条例第

86 号）並びに大阪市幼保連携型認定こども園以外の認定こども園の要件に関する審査基

準及びその他運営に関する基準（以下「幼保連携型以外基準条例等」という。）を満たす

ものであって、前条第 10号に該当するものであること 

（３） 交付金等の交付要件を満たすものであること 

（４） 待機児童解消のため、認定こども園への移行若しくは新設に伴う施設整備、又は

既設の認定こども園であって整備する必要性が高いと本市が認めるもの 

（５） ３歳児連携受入型認定こども園を整備する場合、家庭的保育事業等における保育

の提供の終了に際して引き続き受け入れる幼児の数は８人以上とし、支援法第 19条第２

号に規定する認定を受ける子どもとして受入ができるよう２号定員を設定すること 

２ 認定こども園の設置（既存施設の老朽化等に伴う建替や定員の増加を図るための増築

を含む。）のため、自己所有の建物を建設又は改修する施設整備について補助を受ける者

は、前項の要件のほか、次の各号の要件をすべて満たさなければならない。なお、建替

にあたっては、原則、定員の増員又は定員内訳の変更による０～２歳児の定員を増員す

ることとする。 

（１） 学校法人（施設整備完了年度までに設置認可がなされ、当該完了年度又はその翌

年度から幼稚園を開設する場合を含む）又は社会福祉法人（整備と同時に社会福祉法人

を設立する場合は、当該法人の設立代表者を含む。）であること 

（２） 建物を建設する場合は、完成後速やかに所有権保存登記を行うこと 

（３） 土地が自己所有でない場合は、公正証書による等書面にて建設する建物の耐用年

数（補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間（令和５年こど

も家庭庁告示第９号）に定める耐用年数をいう。以下同じ。）分以上の期間とした地上権



設定契約、賃貸借契約又は定期借地契約を締結し、かつ第三者への対抗要件を備えるこ

と（なお、既に本市から認可を受けている保育部分の増築及び現地建替に伴う補助事業

であって、地上権設定契約又は賃貸借契約期間が残存しているものについては、公正証

書による等書面にて借地権の期間を増築又は再築する建物の耐用年数分以上に延長する

旨の契約又は建設する建物の耐用年数分以上の期間とした新たな地上権設定契約、賃貸

借契約又は定期借地契約を締結し、かつ第三者への対抗要件を備えることとする。ただ

し、増築部分が既存建物の耐用年数の残存年数以内又は再築する建物の耐用年数が地上

権設定契約又は賃貸借契約期間の残存年数以内であり、かつ第三者への対抗要件を備え

ている場合は、この限りではない。） 

（４） 土地の所有者が、国又は本市を含む地方公共団体の場合及び住宅供給公社若しく

はこれに準ずる法人又は地域における基幹的交通事業者等の信用力の高い主体であり、

土地について安定的かつ継続的な使用の確保が図られると市長が認める場合は、前号に

規定する第三者への対抗要件は要しないものとする。 

 

（補助対象経費及び補助額） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に掲げる施

設種別に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 

（１） 幼保連携型認定こども園 

ア 施設の整備に必要な工事費又は工事請負費（以下「工事費等」という。）及び工事事務

費（工事施行のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の 2.6％に相

当する額を限度額とする。）並びに実施設計に要する費用 

なお、工事費等の対象となるのは、幼保連携型基準条例等で必要とされるもの、幼保

連携型認定こども園を整備するために関係法令で適合が求められるもの、幼保連携型基

準条例等で定められていないが学校教育・保育を実施するにあたり市長が必要と認める

もの（ただし、学校教育・保育と関係性があり、学校教育部分・保育部分を運営するに

あたり日常的に使用すると考えられる設備等であること。）及び学校教育部分・保育部分

の整備に起因して他の施設の機能回復が必要になるものとする。 

イ 幼保連携型認定こども園の開設に必要な初度設備の整備費や保育用備品のうち、保育

部分の整備費用として児童の処遇に関与すると本市が認めるもの 

ウ 既存の学校教育法に基づき認可を受ける幼稚園及び児童福祉法に基づく認可を受ける

保育所（以下「既存園」という。）が幼保連携型認定こども園への移行に際して必要と市

長が認める解体撤去に必要な工事費等 

エ 既存園が幼保連携型認定こども園への移行に際して必要と市長が認める仮設施設整備

に必要な賃借料及び工事費等 

オ 建替え等により必要な既存認定こども園の解体撤去にかかる工事費等 



カ 建替え等により必要な仮設施設の整備にかかる賃借料及び工事費等 

（２） 幼稚園型認定こども園 

ア 施設の整備に必要な工事費又は工事請負費（以下「工事費等」という。）及び工事事務

費（工事施行のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の 2.6％に相

当する額を限度額とする。）並びに実施設計に要する費用 

なお、工事費等の対象となるのは、幼保連携型以外基準条例等で必要とされるもの、

認定こども園を整備するために関係法令で適合が求められるもの、幼保連携型以外基準

条例等で定められていないが学校教育・保育を実施するにあたり市長が必要と認めるも

の（ただし、学校教育・保育と関係性があり、学校教育部分・保育部分を運営するにあ

たり日常的に使用すると考えられる設備等であること。）及び学校教育部分・保育部分の

整備に起因して他の施設の機能回復が必要になるものとし、実施設計に要する費用は学

校教育部分に限り対象とする。 

イ 既存園が幼稚園型認定こども園への移行に際して必要と市長が認める解体撤去に必要

な工事費等 

ウ 既存園が幼稚園型認定こども園への移行に際して必要と市長が認める仮設施設整備に

必要な賃借料及び工事費等 

エ 建替え等により必要な既存認定こども園の解体撤去にかかる工事費等 

オ 建替え等により必要な仮設施設の整備にかかる賃借料及び工事費等 

（３） 保育所型認定こども園 

ア 施設の整備に必要な工事費又は工事請負費（以下「工事費等」という。）及び工事事務

費（工事施行のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬

費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費の 2.6％に相

当する額を限度額とする。）並びに実施設計に要する費用 

なお、工事費等の対象となるのは、幼保連携型以外基準条例等で必要とされるもの、

認定こども園を整備するために関係法令で適合が求められるもの、幼保連携型以外基準

条例等で定められていないが学校教育・保育を実施するにあたり市長が必要と認めるも

の（ただし、学校教育・保育と関係性があり、学校教育部分・保育部分を運営するにあ

たり日常的に使用すると考えられる設備等であること。）及び学校教育部分・保育部分の

整備に起因して他の施設の機能回復が必要になるものとする。 

イ 認定こども園の開設に必要な初度設備の整備費や保育用備品のうち、保育部分の整備

費用として児童の処遇に関与すると本市が認めるもの 

ウ 既存の児童福祉法に基づく認可を受ける保育所（以下「既存園」という。）が保育所型

認定こども園への移行に際して必要と市長が認める解体撤去に必要な工事費等 

エ 既存園が保育所型認定こども園への移行に際して必要と市長が認める仮設施設整備に

必要な賃借料及び工事費等 



オ 建替え等により必要な既存認定こども園の解体撤去にかかる工事費等 

カ 建替え等により必要な仮設施設の整備にかかる賃借料及び工事費等 

２ 補助金の額は、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額と対象経費の支出額

を比較して少ない方の額に、交付金等の交付要件を定める国又は大阪府の要綱（以下「国

要綱等」という。）に規定する国又は大阪府負担率（本市が該当するものに限る。）を乗

じて得た額（1,000円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）と別表１、別表２

又は別表３のうち「自己所有建物の建設又は改修による施設整備」に基づき算出した基

準額を比較して少ない方の額に、国要綱等に基づく本市の負担率を乗じて得た額をこれ

に加算して得た額（1,000円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とする。た

だし認定こども園分園の設置のため、賃貸借するなどした建物の内装等を改修する施設

整備及び既存建物の内装等を改修する施設整備については、総事業費から寄付金その他

の収入額を控除した額と対象経費の支出額を比較して少ない方の額と、別表１、別表２

又は別表３のうち「賃貸借するなどした建物の内装等を改修する施設整備」又は「既存

建物の内装等を改修する施設整備」に基づき算出した基準額とを比較して少ない方の額

に補助率４分の３を乗じて得た額（1,000円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた

額）とする。 

３ 補助事業が複数年度にわたる場合は、本市が交付決定した当初年度の補助基準額を適

用する。 

４ 施設整備にあたり、共用部分及び共通の設備等にかかる学校教育部分と保育部分の工

事費等の補助対象経費割合については、次のとおりとする。 

（１） 学校教育部分と保育部分の専有面積の割合により按分する。 

（２） 前号の規定に関わらず、１号定員、２号定員及び３号定員の子どもが、日常的に

同一の保育室を利用するなど専有面積の算定が困難な場合は、各々の定員区分の割合に

より按分する。 

（３） 前２号によることが困難な場合又は実際の使用方法と乖離があると市長等が認め

る場合は、市長等が別途定める割合により按分する。 

 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする者は、「大阪市認定こども園整備費補助金の交付申

請について[様式第１号]」に規則第４条各号に掲げる事項を記載し、補助事業実施前に

市長に提出しなければならない。ただし、複数の年度にわたる事業の２年目以降の申請

については、当該年度が始まる日の前日までに行わなければならないものとする。 

２ 交付規則第４条第４号の市長が必要と認める事項は、次のとおりとする。 

（１） 施設の所在地 

（２） 施設の名称 

（３） 施設の種別 



３ 第１項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１） 事業計画書 

（２） 設計図書(配置図及び平面図（室名・面積・年齢毎児童数を記載したもの）)の写

し 

（３） 増築又は増改築（一部）の場合は、前号のほか既存建物との関係明示図の写し 

（４） 施設整備特別会計歳入歳出予算書 

（５） 室別面積表 

（６） 工事費又は工事請負費の見積書の写し 

（７） 設計監理費見積書の写し 

（８） 遊具や保育用備品など認定こども園の開設準備に必要な経費の見積書の写し 

（９） 補助事業に関し他に助成を受ける予定の場合は、その助成内容がわかる書類 

（10） 申請しようとする補助事業が属する年度及びその前年度の法人の全ての事業（社

会福祉法人は保育事業のみ）に関係する会計の予算書の写し 

（11） 申請しようとする補助事業が属する年度の前年度の法人の全ての事業（社会福祉

法人は保育事業のみ）に関係する会計の収支計算書（決算書）の写し 

（12） 法人財産目録の写し 

（13） 代表者の印鑑登録証明書 

（14） 土地及び建物を賃貸借するなどにより認定こども園を設置する場合は、賃貸借契

約書等の写し（契約締結前は、契約書案の写し） 

（15） その他市長が必要とするもの 

４ 交付規則第４条ただし書の規定により、添付を省略することができる書類は、次のと

おりとする。 

（１） 補助事業に伴い学校法人又は社会福祉法人を設立する場合においては、前項第 10

号、第 11号及び第 12号に掲げる書類 

（２） 複数の年度にわたる補助事業の２年目以降の申請の場合は、前項第 10号に掲げる

書類のうち前年度の予算書の写し並びに前項第 11 号に掲げる書類及び第 12 号に掲げる

書類 

 

（交付の決定） 

第６条 市長は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査、必要

に応じて行う現地調査等により、法令等に違反しないかどうか、補助事業の目的、内容

等が適正であるかどうか及び金額の算定に誤りがないかどうかを調査し、補助金の交付

の決定をしたときは、「大阪市認定こども園整備費補助金交付決定通知書[様式第２号]」

により補助金の交付の申請を行った者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の調査の結果、補助金を交付することが不適当であると決定したときは、

理由を付して、「大阪市認定こども園整備費補助金不交付決定通知書[様式第３号]」によ



り補助金の交付の申請を行った者に通知するものとする。 

３ 前２項にかかる交付規則第５条第４項に規定する通常要すべき標準的な期間は、第５

条に規定する交付申請に必要な全ての書類の到達後（申請内容を補正するための期間は

除く）又は交付金等の交付の内示（内示がない場合は決定）のあった日のどちらか遅い

日の翌日から起算して 30日とする。 

４ 交付規則第６条第３項の規定により、付す条件は、次のとおりとする。 

（１） 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに価格が単

価 30万円以上の機械、器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）第 14 条第１項第２号の規定によ

りこども家庭庁が別に定める期間の考え方を準用し、その期間を経過するまで、市長の

承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、

担保に供し、又は廃棄してはならない。 

（２） 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入

の全部又は一部を納付させることがある。 

（３） 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなけれ

ばならない。 

（４） 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに市長に報告しなければ

ならない。なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所

等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）

で消費税及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容

に基づき報告を行うこと。また、市長に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全

部又は一部を納付させることがある。 

（５） 補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成すると

ともに、補助事業に係る収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書

類を補助事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受

けた日）の属する年度の終了後 10年間保管しなければならない。ただし、補助事業によ

り取得し、又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財

産処分が完了する日又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 14条

第１項第２号の規定によりこども家庭庁が別に定める期間を経過する日のいずれか長い

日まで保管しておかなければならない。 

（６） 補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資

金提供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

（７） 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約におい

ても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請負わせることを承諾してはならな



い。 

（８） 補助事業を行うために締結する工事契約については、一般競争入札に付するなど

本市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

（９） 工事の経過など補助事業の進捗状況を必要に応じて市長に報告しなければならな

い。 

（10） 市長が補助金の交付の決定を取消した場合において、既に補助金が交付されてい

るときは、市長の定める期限までに市長の定める額を返還しなければならない。 

 

（申請の取下げ） 

第７条 補助金の交付の申請を行った者は、前条第１項の規定による通知を受領した場合

において、当該通知の内容又は交付規則第７条第１項の規定によりこれに付された条件

に不服があり申請を取下げようとするときは、「大阪市認定こども園整備費補助金交付申

請取下書[様式第４号]」により申請の取下げを行うことができる。 

２ 申請の取下げをすることができる期間は交付決定通知書を受けた日の翌日から起算し

て 10日以内とする。 

 

（補助金の交付の時期等） 

第８条 市長は、補助事業の完了後、第 14 条の規定による補助金の額の確定を経た後に、

補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）から請求を受けた日から

30 日以内に当該請求に係る補助金を交付するものとする。ただし、補助事業を達成する

ためにやむを得ない事由があるなど、特に必要があると認めるときは、補助事業の完了

前に、その全部または一部を概算払により交付することができる。 

２  補助事業者は、前項ただし書の規定により補助金の支払を受けようとするときは、第

６条第１項に基づき決定された補助金の額の範囲内で、市長に請求するものとする。 

３  市長は、前項の規定による請求を受けたときは、概算払の必要性を精査し、必要と認

めたときは、当該請求を受けた日から 30日以内に当該請求に係る補助金を支出するもの

とする。 

 

（補助事業の変更等） 

第９条 補助事業者は、補助事業の内容等の変更（軽微な変更を除く。）をしようとすると

きは、「大阪市認定こども園整備費補助金補助事業内容変更承認申請書[様式第５号]」を、

補助事業を中止又は廃止しようとするときは、「大阪市認定こども園整備費補助金補助事

業中止・廃止承認申請書[様式第６号]」により市長に申請し承認を得なければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、交付規則第５条に規定する調査を再度行い、承

認することが適当と決定したときは、「大阪市認定こども園整備費補助金事業内容変更等

承認通知書[様式第７号]」により補助事業者に通知するものとする。 



３ 市長は、前項の調査の結果、承認することが不適当と決定したときは、「大阪市認定こ

ども園整備費補助金事業内容変更等不承認通知書[様式第８号]」により補助事業者に通

知するものとする。 

４ 第１項の軽微な変更は、補助対象経費が増加するものを除き次のとおりとする。ただ

し、事前に本市に協議しなければならない。 

（１） 児童処遇や教育環境の向上を目的とした幼保連携型基準条例等又は幼保連携型以

外基準条例等の規定に反しない有用な変更 

（２） 補助対象経費が、入札の結果及び事業の見直し等により減額となり、第４条に規

定する補助の額の減額が交付決定額の 100分の 10に満たない変更 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第 10条 市長は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情変更により特別

の必要が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取消し、又はその決

定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 

２ 前項の取消し又は変更を行った場合においては、市長は、「大阪市認定こども園整備費

補助金事情変更による交付決定取消・変更通知書[様式第９号]」により補助事業者に通

知するものとする。 

３ 市長は、補助金の交付の決定の取消し又は変更により特別に必要となった次に掲げる

経費に限り、補助金を交付することができる。 

（１） 補助事業に係る機械器具及び仮設物の撤去その他の残務処理に要する経費 

（２） 補助事業を行うため締結した契約の解除により必要となった賠償金の支払に要す

る経費 

４ 第５条から前条までの規定は、前項の規定による補助金の交付について準用する。 

５ 補助事業者は、第２項の規定による通知を受けた場合において、取消し又は変更後の

補助金の額が既に交付を受けた補助金の額を下回っているときは、通知を受けた日から

20日以内に、既に交付を受けた補助金の額から取消し又は変更後の補助金の額を差し引

いた額を市長が発行する納付書により戻入しなければならない。 

６ 補助事業者が前項の規定により戻入する補助金の額は、第３項の規定による補助金の

交付がある場合には、当該補助金の額と相殺することができる。 

 

（補助事業等の適正な遂行） 

第 11条 補助事業者は、補助金の他の用途への使用をしてはならない。 

 

（立入検査等） 

第 12条 市長は、補助金の適正な執行を期するため、必要があると認めたときは、補助事

業者に対して報告を求め、又は補助事業者の承諾を得た上で職員に当該補助事業者の事



務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に対して質問さ

せることができる。 

 

（実績報告） 

第 13条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業等が継続して行われている場

合には各年度の末日）又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、「大阪市認定こども園

整備費補助金実績報告書[様式第 10号]」に交付規則第 14条各号に掲げる事項を記載し、

市長に報告しなければならない。 

２ 交付規則同条第５号の市長が必要と認める事項は、次のとおりとする。 

（１） 施設の所在地 

（２） 施設の名称 

（３） 施設の種別 

３ 第１項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、補助事業

が複数年度にわたる場合等であって、添付が困難なものについては省略することができ

る。なお、事業最終年度の実績報告にあたって、所有権保存登記後の全部事項証明書な

ど、期日までに添付が困難な書類については、後日に提出を誓約する書面を提出するこ

とにより、添付を省略することができる。 

（１） 事業実績報告書 

（２） 施設整備特別会計歳入歳出決算（見込）書 

（３） 工事についての契約関係書類の写し 

（４） 工事契約金額報告書 

（５） 土地及び建物を賃貸借するなどにより認定こども園を設置する場合は、賃貸借契

約書等の写し及び第三者への対抗要件を備えたことを証するもの 

（６） 設計監理についての契約関係書類の写し 

（７） 遊具や保育用備品など認定こども園の開設準備に必要な経費の見積書の写し 

（８） 第３号、第５号（ただし、補助対象経費に第４条第１項第４号の賃借料を含む場

合に限る。）、第６号及び第７号に規定する契約についての支払い完了分の領収書及び振

込金受取書の写し並びに未払い分の請求書の写し 

（９） 第８号及び第９号に規定する書類で証明される金額が、第３号、第５号、第６号

及び第７号に規定する契約関係書類の金額と異なる場合は、その理由書 

（10） 室別面積表 

（11） 建物の配置図、仕様書、平面図（室名・面積・年齢毎児童数を明記したもの）及

び立面図の写し 

（12） 建物内外主要部分の写真等 

（13） 検査済証の写し（ただし、改修工事等の建築確認申請の対象とならない場合又は

複数年の継続事業のため検査済証が未交付の場合を除く。） 



（14） 事業にともなう借入金がある場合は、それを証明する書類 

（15） 工事建物引渡書及び物品納品書（補助対象経費のものに限る。） 

（16） 自己所有建物による施設整備の場合は、所有権保存登記後の全部事項証明書 

（17） その他、市長が必要とするもの 

 

（補助金の額の確定等） 

第 14条 市長は、前条第１項の規定による実績報告書の提出を受けたときは、報告書等の

書類の審査及び領収書等根拠資料の現地調査等により、当該報告に係る補助事業の成果

が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調

査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、「大阪市認定こども園

整備費補助金額確定通知書[様式第 11号]」により補助事業者に通知するものとする。 

 

（精算報告） 

第 15条 第８条第１項ただし書の規定により概算払で補助金の交付を受けた補助事業者は、

前条の規定による補助金の額の確定に係る通知を受けたときは、速やかに「大阪市認定

こども園整備費補助金精算報告書[様式第 12号]」（以下「精算書」という。）を作成しな

ければならない。ただし、年度の末日まで補助事業等が行われている場合又は補助事業

等が継続して行われている場合にあっては、概算払による交付を受けた日の属する年度

の末日に作成しなければならない。 

２ 補助事業者は、精算書を当該補助事業の完了後 20日以内（補助事業等が継続して行わ

れている場合は、各年度の末日から 20日以内）に市長に提出しなければならない。 

３ 前２項の規定にかかわらず、あらかじめ提出した収支決算書に概算払に係る精算内容

を表記し、かつ、第６条第１項により通知された金額と第 14条により通知された金額に

相違がないときは、収支決算書を提出したことをもって、精算書を提出したものとみな

す。 

４ 市長は、第１項の規定による精算書又は前項の収支決算書の内容を精査し、精算によ

り剰余又は不足が生じていると認める場合には補助事業者あて通知しなければならない。 

５ 補助事業者は、前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から 20日以内

に、剰余金を市長が発行する納付書により戻入し、又は不足額に係る請求をしなければ

ならない。 

６ 市長は、前項の規定による不足額に係る請求を受けたときは、当該請求を受けた日か

ら 30日以内に当該請求に係る補助金を支出するものとする。 

 

（支払報告） 

第 16条 補助金の交付を受けた者は、補助金交付後速やかに当該補助事業に要した経費の

支払を行い、領収書及び振込金受取書の写しを添えて「大阪市認定こども園整備費補助



金支払報告書[様式第 13 号]」を補助金交付後 10 日以内に市長に提出しなければならな

い。ただし、概算払により補助金の交付を受けた者は、提出の必要はないものとする。 

 

（決定の取消し） 

第 17 条 交付規則第 17 条第３項の規定による通知においては、市長は「大阪市認定こど

も園整備費補助金交付決定取消通知書[様式第 14号]」により通知するものとする。 

 

（関係書類の整備） 

第 18条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に整

備し、補助事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を

受けた日）の属する年度の終了後 10年間保存しなければならない。 

 

（仕入控除税額の報告） 

第 19条 補助事業者が、補助金の交付後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、「消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額報告書[様式第 15号]」により速やかに市長に報告しなければな

らない。なお、補助事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支

所等）であって、自ら消費税等の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税等

の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うこと。 

２ 市長は、前項の報告があった場合には、補助事業者に対して当該仕入税額控除額の全

部又は一部を納付させることがある。 

 

（財産の処分の制限） 

第 20条 本要綱に基づく補助を受けて取得し、又は効用の増加した財産の処分については、

交付規則第 21 条の規定によるもののほか、令和５年６月 15 日こ成事第 331 号・こ支虐

第 69条「こども家庭庁補助金等に係る財産処分について」の規定による。 

 

（施行の細目） 

第 21条 この要綱の施行の細目については、こども青少年局長が定める。 

 

 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成 28年４月１日から施行する。 

２ 公私連携幼保連携型認定こども園の設置のため自己所有の建物を建設する施設整備に

ついて、大阪市所有の土地を使用貸借契約する場合は、第３条第２項第３号の規定によ



らず、大阪市財産条例第９条で定める貸付期間の上限期間について事業継続する旨を書

面にて本市と取り交わすこと。 

３ ３歳児連携受入型認定こども園の設置のため本要綱による補助を受けた者は、当該認

定こども園開設日から 10年以内に連携協力の実施の全部又は一部を廃止しようとすると

きは、事前に本市と協議するものとする。 

 

   附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成 28年７月１日より施行する。 

附 則 

（施行期日等） 

この要綱は、平成 30年３月 30日より施行し、平成 29年４月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日等） 

この要綱は、平成 30年９月１日より施行する。 

附 則 

（施行期日等） 

この要綱は、平成 31年３月 29日より施行し、平成 30年９月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日等） 

この要綱は、令和元年７月８日より施行する。 

附 則 

（施行期日等） 

この要綱は、令和元年９月 30日より施行し、平成 31年４月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日等） 

この要綱は、令和３年３月 30日より施行する。 

（施行期日等） 

この要綱は、令和５年 10月 16日より施行し、令和５年４月１日から適用する。 

（施行期日等） 

この要綱は、令和 年 月 日より施行し、令和６年４月１日から適用する。 



別表１　幼保連携型認定こども園の整備補助事業
【自己所有建物の建設又は改修による施設整備】
・令和6年4月1日以降に交付決定を受ける補助事業（複数年にわたる事業を含む。）
　【保育部分】 （単位：千円）

20人以下

21～30人
31～40人

41～70人
71～100人

101～130人
131～160人
161～190人
191～220人
221～250人
251人以上

　【学校教育部分】 （単位：千円）

20名以下 70,800 1,417 2,525
21名～30名 74,200 1,608 3,082
31名～40名 86,300 2,143 3,735
41名～70名 98,400 2,698 5,190
71名～100名 127,800 3,804 7,786
101名～130名 153,700 4,567 9,343
131名～160名 177,900 5,710 11,682
161名～190名 202,200 6,852 12,771
191名～220名 224,800 7,993 14,899
221名～250名 249,100 9,136 17,028
251名以上 276,600 10,278 19,156

12,455
13,830

※１　幼保連携型認定こども園において学校としての教育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該
当する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定員数を整備
後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に
係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれ
も、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合
は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得
た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備前の
総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

8,895
10,110
11,240

4,920
6,390
7,685

3,540
3,710
4,315

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工事
（１施設当たり）本体工事費

（１施設当たり）
設計料加算
（１施設当たり）

※１　幼保連携型認定こども園において児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員
規模に該当する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定員数を整備
後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に
係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれ
も、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合
は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得
た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備前の
総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

299,800 14,990 14 10,658 19,867
332,100 16,605 14 12,183 22,705

269,700 13,485 14 9,136 17,028

369,100 18,455 14 13,705 25,543

205,100 10,255 16 6,090 12,459
237,500 11,875 15 7,612 15,573

131,300 6,565 24 3,598 6,920
170,500 8,525 19 5,074 10,382

99,000 4,950 34 2,143 4,110
115,100 5,755 28 2,858 4,981

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工事
（１施設当たり）本体工事費

（１施設当たり）
設計料加算
（１施設当たり）

開設準備加算
（増加定員１人当たり）

94,500 4,725 44 1,891 3,368



・令和5年4月1日から令和6年3月31日の間に当初の交付決定を受け令和6年4月1日以降も継続する補助事業
　【保育部分】 （単位：千円）

20人以下
21～30人
31～40人
41～70人
71～100人
101～130人
131～160人
161～190人
191～220人
221～250人
251人以上

　【学校教育部分】 （単位：千円）

20名以下 65,500 1,311 2,336
21名～30名 68,600 1,488 2,851
31名～40名 79,800 1,983 3,455
41名～70名 91,000 2,496 4,801
71名～100名 118,200 3,519 7,202
101名～130名 142,200 4,225 8,643
131名～160名 164,600 5,282 10,807
161名～190名 187,100 6,339 11,814
191名～220名 207,900 7,394 13,783
221名～250名 230,400 8,451 15,752
251名以上 255,900 9,508 17,721

【賃貸借するなどした建物の内装等を改修する施設整備】

【既存建物の内装等を改修する施設整備】

32,000千円

（１施設当たり） （１施設当たり）

16,000千円 22,000千円

認定こども園分園

（１施設当たり）

11,520
12,795

※１　幼保連携型認定こども園において学校としての教育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該
当する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定員数を整備
後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に
係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれ
も、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合
は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得
た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備前の
総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

認定こども園分園 認定こども園分園（庁舎内等）

8,230
9,355
10,395

4,550
5,910
7,110

3,275
3,430
3,990

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工事
（１施設当たり）本体工事費

（１施設当たり）
設計料加算
（１施設当たり）

341,400 17,070 12 12,678 23,629

※１　幼保連携型認定こども園において児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員
規模に該当する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定員数を整備
後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に
係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれ
も、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合
は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得
た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備前の
総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

277,300 13,865 12 9,859 18,378
307,200 15,360 12 11,270 21,003

219,700 10,985 14 7,042 14,406
249,500 12,475 12 8,451 15,752

157,700 7,885 17 4,694 9,604
189,800 9,490 15 5,634 11,525

106,500 5,325 25 2,644 4,608
121,400 6,070 22 3,328 6,401

3,116
91,600 4,580 31 1,983 3,802

設計料加算
（１施設当たり）

開設準備加算
（増加定員１人当たり）

87,400 4,370 41 1,749

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工事
（１施設当たり）本体工事費

（１施設当たり）



別表２　幼稚園型認定こども園の整備補助事業
【自己所有建物の建設又は改修による施設整備】
・令和6年4月1日以降に交付決定を受ける補助事業（複数年にわたる事業を含む。）
【保育部分】 （単位：千円）

20人以下 900 1,607
21～30人 1,022 1,961
31～40人 1,364 2,378
41～70人 1,716 3,301
71～100人 2,420 4,956
101～130人 2,904 5,945
131～160人 3,632 7,432
161～190人 4,359 8,125
191～220人 5,087 9,481
221～250人 5,813 10,835 　
251人以上 6,541 12,190

【学校教育部分】 （単位：千円）

20名以下 70,800 1,417 2,525
21名～30名 74,200 1,608 3,082
31名～40名 86,300 2,143 3,735
41名～70名 98,400 2,698 5,190
71名～100名 127,800 3,804 7,786
101名～130名 153,700 4,567 9,343
131名～160名 177,900 5,710 11,682
161名～190名 202,200 6,852 12,771
191名～220名 224,800 7,993 14,899
221名～250名 249,100 9,136 17,028
251名以上 276,600 10,278 19,156

12,455
13,830

※１　幼稚園型認定こども園において学校としての教育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員
規模に該当する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定
員数を整備後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を
基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備
後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係
らない場合は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模に
おける基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総
定員数×整備する面積／整備前の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

8,895
10,110
11,240

4,920
6,390
7,685

176,000
158,300
143,000
128,700

3,540
3,710
4,315

※１　幼稚園型認定こども園において保育所機能部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基
準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定
員数を整備後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を
基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備
後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係
らない場合は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模に
おける基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総
定員数×整備する面積／整備前の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工
事

（１施設当たり）
本体工事費
（１施設当たり）

設計料加算
（１施設当たり）

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工
事

（１施設当たり）
本体工事費
（１施設当たり）

44,900

54,800
47,100

113,200
97,900
81,200
62,600



・令和5年4月1日から令和6年3月31日の間に当初の交付決定を受け令和6年4月1日以降も継続する補助事業
【保育部分】 （単位：千円）

20人以下
21～30人
31～40人
41～70人
71～100人
101～130人
131～160人
161～190人
191～220人
221～250人 　
251人以上

【学校教育部分】 （単位：千円）

20名以下 65,500 1,311 2,336
21名～30名 68,600 1,488 2,851
31名～40名 79,800 1,983 3,455
41名～70名 91,000 2,496 4,801
71名～100名 118,200 3,519 7,202
101名～130名 142,200 4,225 8,643
131名～160名 164,600 5,282 10,807
161名～190名 187,100 6,339 11,814
191名～220名 207,900 7,394 13,783
221名～250名 230,400 8,451 15,752
251名以上 255,900 9,508 17,721

【賃貸借するなどした建物の内装等を改修する施設整備】

【既存建物の内装等を改修する施設整備】

※１　幼稚園型認定こども園において学校としての教育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員
規模に該当する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定
員数を整備後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を
基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備
後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係
らない場合は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模に
おける基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総
定員数×整備する面積／整備前の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

11,520
12,795

8,230
9,355
10,395

4,550
5,910
7,110

3,275
3,430
3,990

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工
事

（１施設当たり）
本体工事費
（１施設当たり）

設計料加算
（１施設当たり）

146,400 5,377 10,023
162,800 6,051 11,277

※１　幼稚園型認定こども園において保育所機能部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当する基
準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定
員数を整備後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を
基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備
後の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係
らない場合は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模に
おける基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総
定員数×整備する面積／整備前の総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

75,100 2,238 4,584

32,000千円

（１施設当たり） （１施設当たり）

16,000千円 22,000千円

認定こども園分園

（１施設当たり）

119,100 4,033 7,516
132,300 4,706 8,771

90,600 2,686 5,500
104,700 3,360 6,875

整備定員
創設・増築・増改築・改築

認定こども園分園 認定こども園分園（庁舎内等）

946 1,814
50,700

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工
事

（１施設当たり）
本体工事費
（１施設当たり）

41,500 833 1,486
43,500

1,261 2,199
57,900 1,588 3,054



別表３　保育所型認定こども園の整備補助事業
【自己所有建物の建設又は改修による施設整備】
・令和6年4月1日以降に交付決定を受ける補助事業（複数年にわたる事業を含む。）
　【保育部分】 （単位：千円）

20人以下
21～30人
31～40人
41～70人
71～100人
101～130人
131～160人
161～190人
191～220人
221～250人
251人以上

　【学校教育部分】 （単位：千円）

20名以下 900 1,607
21名～30名 1,022 1,961
31名～40名 1,364 2,378
41名～70名 1,716 3,301
71名～100名 2,420 4,956
101名～130名 2,904 5,945
131名～160名 3,632 7,432
161名～190名 4,359 8,125
191名～220名 5,087 9,481
221名～250名 5,813 10,835
251名以上 6,541 12,190

※１　保育所型認定こども園において学校としての教育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当
する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定員数を整備
後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に
係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれ
も、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合
は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得
た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備前の
総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

176,000
158,300
143,000
128,700
113,200
97,900
81,200
62,600

整備定員
解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工事
（１施設当たり）

創設・増築・増改築・改築

本体工事費
（１施設当たり）

44,900
47,100
54,800

※１　保育所型認定こども園において児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規
模に該当する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定員数を整備
後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に
係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれ
も、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合
は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得
た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備前の
総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

299,800 14,990 14 10,658 19,867
332,100 16,605 14 12,183 22,705

269,700 13,485 14 9,136 17,028

369,100 18,455 14 13,705 25,543

205,100 10,255 16 6,090 12,459
237,500 11,875 15 7,612 15,573

131,300 6,565 24 3,598 6,920
170,500 8,525 19 5,074 10,382

99,000 4,950 34 2,143 4,110
115,100 5,755 28 2,858 4,981

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工事
（１施設当たり）本体工事費

（１施設当たり）
設計料加算
（１施設当たり）

開設準備加算
（増加定員１人当たり）

94,500 4,725 44 1,891 3,368



・令和5年4月1日から令和6年3月31日の間に当初の交付決定を受け令和6年4月1日以降も継続する補助事業
　【保育部分】 （単位：千円）

20人以下
21～30人
31～40人
41～70人
71～100人
101～130人
131～160人
161～190人
191～220人
221～250人
251人以上

　【学校教育部分】 （単位：千円）

20名以下 833 1,486
21名～30名 946 1,814
31名～40名 1,261 2,199
41名～70名 1,588 3,054
71名～100名 2,238 4,584
101名～130名 2,686 5,500
131名～160名 3,360 6,875
161名～190名 4,033 7,516
191名～220名 4,706 8,771
221名～250名 5,377 10,023
251名以上 6,051 11,277

【賃貸借するなどした建物の内装等を改修する施設整備】

【既存建物の内装等を改修する施設整備】

32,000千円

（１施設当たり） （１施設当たり）

16,000千円 22,000千円

認定こども園分園

（１施設当たり）

※１　保育所型認定こども園において学校としての教育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規模に該当
する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定員数を整備
後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に
係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれ
も、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合
は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得
た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備前の
総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

認定こども園分園 認定こども園分園（庁舎内等）

162,800
146,400
132,300
119,100
104,700
90,600
75,100
57,900

※１　保育所型認定こども園において児童福祉施設としての保育を実施する部分を整備する場合、当該部分の定員規
模に該当する基準額とすること。
※２　本体工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合は、工事にかかる定員数を整備
後の総定員数で除して得た数を、整備後の総定員数の規模における基準額に乗じて得た額を基準額とすること。工事に
係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備後の総面積」で算定すること。（いずれ
も、小数点以下切り捨て）
※３　解体撤去工事費及び仮設施設整備工事費において、増築、一部改築等、定員のすべてが工事に係らない場合
は、工事にかかる定員数を整備前の総定員数で除して得た数を、整備前の総定員数の規模における基準額に乗じて得
た額を基準額とすること。工事に係る定員数が算定できない場合は、「定員数＝総定員数×整備する面積／整備前の
総面積」で算定すること。（いずれも、小数点以下切り捨て）

整備定員
解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工事
（１施設当たり）

創設・増築・増改築・改築

本体工事費
（１施設当たり）

50,700
43,500
41,500

341,400 17,070 12 12,678 23,629

277,300 13,865 12 9,859 18,378
307,200 15,360 12 11,270 21,003

219,700 10,985 14 7,042 14,406
249,500 12,475 12 8,451 15,752

157,700 7,885 17 4,694 9,604
189,800 9,490 15 5,634 11,525

106,500 5,325 25 2,644 4,608
121,400 6,070 22 3,328 6,401

整備定員
創設・増築・増改築・改築

解体撤去工事
（１施設当たり）

仮設施設整備工事
（１施設当たり）本体工事費

（１施設当たり）

3,116
91,600 4,580 31 1,983 3,802

設計料加算
（１施設当たり）

開設準備加算
（増加定員１人当たり）

87,400 4,370 41 1,749



 

（様式第１号） 

 

  年  月  日 

 

（提出先）大 阪 市 長 

 

 

法 人 所 在 地  

法 人 名  

代表者の氏名 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金の交付申請について 

 

標記の補助金について交付を受けたいので、大阪市認定こども園整備費補助要綱第５条の規

定に基づき、関係書類を添えて次のとおり申請します。 

 

記 

    

１ 申請額     金             円 

 

２ 申請額の算出基礎 

  別紙、申請額等算定表のとおり 

 

３ 整備を行う施設の所在地、施設名称及び施設種別 

施設の所在地：  

施設の名称 ：  

施 設 種 別 ：  

 

４ 補助事業の名称、目的及び内容 

   名称： 

   目的及び内容： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５ 補助金を必要とする理由 

 

 

 

 

６ 現在行っている事業の概要 

 

 

 

７ 添付書類 

(1) 事業計画書 

(2) 設計図書（配置図及び平面図（室名・面積・年齢毎児童数が記載したもの)）の写し 

(3) 増築又は増改築（一部）の場合は、前号のほか既存建物との関係明示図の写し 

(4) 施設整備特別会計歳入歳出予算書 

(5) 室別面積表 

(6) 工事費又は工事請負費の見積書の写し 

(7) 設計監理費見積書の写し 

(8) 遊具や保育用備品など認定こども園の開設準備に必要な経費の見積書の写し 

(9) 補助事業に関し他に助成を受ける予定の場合は、その助成内容がわかる書類 

(10) 申請しようとする補助事業が属する年度及びその前年度の法人の全ての事業（社会福

祉法人については保育事業のみ）に関係する会計の予算書の写し 

(11) 申請しようとする補助事業が属する年度の前年度の法人の全ての事業（社会福祉法人

については保育事業のみ）に関係する会計の収支計算書（決算書）の写し 

(12) 法人財産目録の写し 

(13) 代表者の印鑑登録証明書 

(14) 土地及び建物を賃貸借するなどにより認定こども園を設置する場合は、賃貸借契約書

等の写し（契約締結前は、契約書案の写し） 

(15) その他市長が必要とするもの 

※複数の年度にわたる補助事業の２年目以降の申請の場合は(10)に規定するその前年度の予

算書の写し並びに(11)(12)に規定する書類を省略することができる。 

※補助事業に伴い社会福祉法人を設立する場合においては、(10)(11)(12)に規定する書類を

省略することができる。 

  



 

（様式第２号） 

大阪市指令こ青第   号 

    年   月   日 

 

法人名 

代表者名 様 

 

 

大阪市長  ○○ ○○ 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金交付決定通知書 

 

 

    年  月  日付けで申請のあった標記補助金については、次の条件を付して 

金         円を交付することを決定したので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金交付の条件 

(1) 補助事業の内容、経費の配分又は執行計画を変更（市長が認める軽微な変更を除く。）

する場合には、市長の承認を受けなければならない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合には、市長の承認を受けなければならない。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業等の遂行が困難となった場合

には、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。 

(4) 市長が、補助金にかかる執行の適正を期するため、報告を求め、又は本市職員に事業所、

事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させる必

要があると認めたときは、これに協力しなければならない。 

(5) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに価格が単価 30

万円以上の機械、器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号）第 14 条第１項第２号の規定によりこども

家庭庁長官が別に定める期間の考え方を準用し、その期間を経過するまで、市長の承認を

受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、担保に

供し、又は廃棄してはならない。 

(6) 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部

又は一部を納付させることがある。 

(7) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならな

い。 

(8) 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに市長に報告しなければならな

い。なお、事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であ



 

って、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及

び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告

を行うこと。また、市長に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を納

付させることがある。 

(9) 補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした調書を作成するととも

に、補助事業に係る収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類を補

助事業の完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）

の属する年度の終了後 10 年間保管しなければならない。ただし、補助事業により取得し、

又は効用の増加した財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了

する日又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 14条第 1項第 2号の

規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経過する日のいずれか長い日まで保管し

ておかなければならない。 

(10) 補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から、寄付金等の資金提

供を受けてはならない。ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。 

(11) 補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約において、

契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請負わせることを承諾してはならない。 

(12) 補助事業を行うために締結する工事契約については、一般競争入札に付するなど本市

が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

(13) 工事の経過など補助事業の進捗状況を必要に応じて市長に報告しなければならない。 

(14) 市長が補助金の交付の決定を取消した場合において、既に補助金が交付されていると

きは、市長の定める期限までに市長の定める額を返還しなければならない。 

 

２ その他 

(1) 本通知の決定内容（交付の条件を含む。）に不服があるときは、この通知を受け取った

日の翌日から起算して 10日以内に申請の取下げをすることができる。 

(2) 概算払での補助金の請求については、大阪市認定こども園整備費補助金要綱第 13条第

３項第３号及び第６号から第８号に定める契約書の写しを添付すること。 

  



 

（様式第３号） 

大阪市指令こ青第  号 

    年  月  日 

 

法人名 

代表者名  様 

 

 

大阪市長 ○○ ○○ 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金不交付決定通知書 

 

 

     年  月  日付けで申請のありました大阪市認定こども園整備費補助金について

は、次の理由により交付しないことに決定しましたので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 交付しない理由 

 

 

  



 

（様式第４号） 

    年  月  日 

 

（提出先）大 阪 市 長 

 

 

所 在 地 

法 人 名 

代表者の氏名 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金交付申請取下書 

 

 

    年  月  日付け大阪市指令こ青第    号にて通知のありました大阪市認定

こども園整備費補助金の交付決定については、大阪市補助金等交付規則（平成 18年大阪市規則

第７号）第８条第１項及び大阪市認定こども園整備費補助要綱第７条第１項の規定に基づき、

次のとおり申請を取り下げます。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金交付決定通知書を受け取った日  

 

 

２ 取下げの理由 

 

 

 

  



 

（様式第５号） 

    年  月  日 

 

（提出先）大 阪 市 長 

 

 

所 在 地 

法 人 名 

代表者の氏名 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金補助事業内容変更承認申請書 

 

 

     年  月  日付け大阪市指令こ青第    号にて補助金の交付決定を受けた補

助事業について、次のとおり変更する必要がありますので、大阪市認定こども園整備費補助要

綱第９条第１項の規定に基づき、大阪市長の承認を申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 変更する内容及びその理由 

  【変更内容】 

 

 

 

 

  【理由】 

 

 

 

 

２ 添付書類 

(1) 事業計画書 

(2) その他市長が必要とするもの 

 

 

 

 

 

 

  



 

（様式第６号） 

    年  月  日 

 

 

（提出先）大 阪 市 長 

 

 

所 在 地 

法 人 名 

代表者の氏名 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金補助事業中止・廃止承認申請書 

 

 

    年  月  日付け大阪市指令こ青第    号にて補助金の交付決定を受けた補

助事業について、次のとおり中止・廃止する必要がありますので、大阪市認定こども園整備費

補助要綱第９条第１項の規定に基づき、大阪市長の承認を申請します。 

 

 

記 

 

１ 中止・廃止の理由（中止の場合は、その期間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

（様式第７号） 

 

大阪市指令こ青第  号 

    年  月  日 

 

法人名 

代表者名 様 

 

 

大阪市長 ○○ ○○ 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金事業内容変更等承認通知書 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった大阪市認定こども園整備費補助要綱第９条第１

項に規定する承認申請について、次のとおり承認することを通知します。 

 

記 

 

１ 承認する内容等 

 

 

２ 承認条件 

 

 

 

 

 

 

  



 

（様式第８号） 

 

大阪市指令こ青第  号 

    年  月  日 

 

法人名 

代表者名 様 

 

 

大阪市長 ○○ ○○ 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金事業内容変更等不承認通知書 

 

 

     年  月  日付けで申請のあった大阪市認定こども園整備費補助要綱第９条第１

項に規定する承認申請について、次のとおり承認しませんので通知します。 

 

記 

 

１ 承認しない理由 

 

 

 

  



 

（様式第９号） 

大阪市指令こ青第  号 

    年  月  日 

 

法人名 

代表者名 様 

 

 

大阪市長 ○○ ○○ 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金事情変更による交付決定取消・変更通知書 

 

 

     年  月  日付け大阪市指令こ青第    号にて交付決定しました大阪市認定

こども園整備費補助金については、次のとおり取消し・変更することを決定しましたので通知

します。 

 

記 

 

１ 取消し・変更の内容 

 

 

２ 取消し・変更の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

（様式第 10号） 

    年  月  日 

 

 

（提出先）大 阪 市 長 

 

法 人 名 

所 在 地 

代表者の氏名 

 

大阪市認定こども園整備費補助金実績報告書 

 

    年  月  日付大阪市指令こ青第    号で交付決定を受けた標記補助金にか

かる事業の実績について、大阪市認定こども園整備費補助要綱第 13 条第１項の規定に基づき、

下記関係書類を添え報告します。 

 

記 

 

１ 補助金予定額                  円 

 

２ 申請額の算出基礎 

  別紙、実績報告額算定表 

 

３ 整備を行った施設の所在地・施設名及び施設種別 

 

施設の所在地：  

施設の名称 ：  

施 設 種 別 ：  

 

 

 

４ 補助事業等の名称 

 

 

 

５ 補助金等の交付の決定にかかる通知書の交付日及び交付番号 

 

       年  月  日 大阪市指令こ青第     号 

 

 

 

 

 



 

６ 添付書類 

(1) 事業実績報告書 

(2) 施設整備特別会計歳入歳出決算（見込）書 

(3) 工事についての契約関係書類の写し 

(4) 工事契約金額報告書 

(5) 土地及び建物を賃貸借するなどにより認定こども園を設置する場合は、賃貸借契約書等

の写し及び第三者への対抗要件を備えたことを証するもの 

(6) 設計監理についての契約関係書類の写し 

(7) 遊具や保育用備品など認定こども園の開設準備に必要な経費の見積書の写し 

(8) 第３号、第５号（ただし、補助対象経費に第４条第１項第４号の賃借料を含む場合に限

る。）、第６号及び第７号についての支払い完了分の領収書及び振込金受取書の写し並び

に未払い分の請求書の写し 

(9) 第８号及び第９号に規定する書類で証明される金額が、第３号、第５号、第６号及び第

７号に規定する契約関係書類の金額と異なる場合は、その理由書 

(10) 室別面積表 

(11) 建物の配置図、仕様書、平面図（室名・面積・年齢毎児童数を明記したもの）及び立

面図の写し 

(12) 建物内外主要部分の写真等 

(13) 検査済証の写し（ただし、改修工事等の建築確認申請の対象とならない場合又は複数

年の継続事業のため検査済証が未交付の場合を除く。） 

(14) 事業にともなう借入金がある場合は、それを証明する書類 

(15) 建物引渡書及び物品納品書（補助対象経費のものに限る。） 

(16) 自己所有建物による施設整備の場合は、保存登記後の全部事項証明書 

(17) その他、市長が必要とするもの 

 



 

（記載例）※契約内容及び相手方により大阪市と協議のうえ文章体裁を整えること。 

 

 

    年  月  日 

 

 

（提出先）大 阪 市 長 

 

 

                 （補助事業者） 

法 人 名 

所 在 地 

代表者の氏名               印 

 

                 （施工業者等） 

法 人 名 

所 在 地 

代表者の氏名               印 

 

 

工 事 契 約 金 額 報 告 書 

 

 

 発注者（委託者）「補助事業者名」と請負者（委託者）「施工業者等」は、「施設名」建設工事

に係る工事請負契約（設計管理委託契約）を次のとおり締結し施工（設計図書の作成）すると

ともに、補助金（交付金）についてもこれに基づき算定したことを報告する。 

 

 

契約名称 契約年月日 契約金額 

○○認定こども園建設工事     年  月  日  金          円 

○○認定こども園建設工事変更契約     年  月  日 金          円 

     年  月  日  金          円 

○○認定こども園設計監理契約     年  月  日  金          円 

     年  月  日  金          円 

     年  月  日  金          円 

 

 

 

 

  



 

（様式第 11号） 

大こ青第      号 

    年  月  日 

 

 

法人名 

代表者名 様 

 

 

大阪市長 ○○ ○○ 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金額確定通知書 

 

 

     年  月  日付け大阪市指令こ青第   号にて交付決定しました大阪市認定こ

ども園整備費補助金については、次のとおり補助金額を確定しましたので通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 確定金額     金           円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

（様式第 12号） 

    年  月  日  

 

（提出先）大 阪 市 長 

 

 

所 在 地 

法 人 名 

代表者の氏名 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金精算報告書 

 

 

    年  月  日付け大阪市指令こ青第    号にて補助金の交付決定を受けまし

た標記補助について、大阪市認定こども園整備費補助要綱第 15条第１項の規定に基づき、次の

とおり精算報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助対象事業の名称 

  

２ 補助金の予定金額   金          円 

補助金受入済額   金          円 

  補 助 金 精 算 額   金          円 

 

  



 

（様式第 13号） 

 

    年  月  日 

 

（提出先）大 阪 市 長 

 

 

所 在 地                

法 人 名                

法人代表者名                

 

  

大阪市認定こども園整備費補助金支払報告書 

 

 

    年  月  日付け大阪市指令こ青第    号にて補助金の交付決定を受けまし

た補助事業について、当該補助事業に係る支払いが完了しましたので、大阪市認定こども園整

備費補助要綱第 16条の規定に基づき、領収書及び振込金受領書の写しを添えて報告します。 

 

  



 

（様式第 14号） 

大阪市指令こ青第    号 

    年  月  日 

 

法人名 

代表者名 様 

 

 

大阪市長 ○○ ○○ 

 

 

大阪市認定こども園整備費補助金交付決定取消通知書 

 

 

    年  月  日付け大阪市指令こ青第    号にて交付決定しました大阪市認定

こども園整備費補助金については、次のとおり取消しすることを決定しましたので通知します。 

 

 

記 

 

 

 １ 取消しの内容 

 

 

 ２ 取消しの理由 

 

 

  



 

（様式第 15号） 

 

    年  月  日 

 

（提出先）大 阪 市 長 

  

 

所 在 地                

法 人 名                

法人代表者名                

 

  

    年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

 

    年  月  日付け大阪市指令こ青第    号にて交付決定を受けた大阪市認定

こども園整備費補助金について、大阪市認定こども園整備費補助要綱第 19条第１項の規定に基

づき、次のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助金交付額 

 

金            円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額

（要補助金返還額） 

 

金            円 

 

３ 添付書類 

(1) ２の消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額に係る確定申告の写し（確定申告後に

修正申告等を行った場合にはその修正申告の写し等） 

(2) ２の消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額の積算内訳等 

(3) その他市長が必要とするもの。 

 


